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狛江市
LINEアカウント

狛江市LINEアカウントから、狛江市の市政情報やイベント情報などを発信しています。災害時には緊急・
災害情報を発信しますので、友だち登録をお願いします。

関東大震災から100年
～ 100 年に１度の大地震は今年かもしれない ～～ 100 年に１度の大地震は今年かもしれない ～

東京駅前の焼け跡、日本橋方面
（出典：気象庁HP）

　今年は、大正12年（1923年）に発生した関東大震災から100年の節目に当たります。
　関東大震災は、発生日である９月１日が「防災の日」と定められているように、近代日本における災害対策の出発点
となった未曾有の災害でした。
　関東大震災から100年を迎える今年、改めて防災について考え、災害に備えてみませんか？

（左）上野公園内 石灯籠の倒壊、（右）国府津小田原間鉄道の状況（出典：気象庁HP）

金刀比羅宮へ震災被災者支援物資搬入記念写真（石井三雄家旧蔵）

狛江市（当時は狛江村）では・・・

　村民の被害は、村外で死者２人、行方不明者１人、村内での人的被害はありませんでした。
　被害が大きくなかった狛江村では、震災直後から支援活動を始め、９月９日から11日にかけて、
寄付によって集められた食料品を東京市芝区（現在の港区）の虎ノ門金刀比羅宮境内に設けられ
た罹災者救護所に運び込みました。食料品は、じゃがいも・さつまいも・かぼちゃ・米・麦など
の農産物が中心でした。
　災害救護に当たっては、住民同士の助け合い、ボランティアによる支援が大きな役割を果たし
たことが知られています。

　関東大震災は、９月１日午前11時58分、相模湾北西
部を震源として発生した巨大地震で、マグニチュードは
7.9と推定されています。埼玉県、千葉県、東京都、神
奈川県、山梨県で震度6を観測したほか、北海道道南か
ら中国・四国地方にかけての広い範囲で震度５から震度
１を観測しました。
　発生時刻が昼食の時間と重なったことから、多くの火
災が発生し、大規模な延焼火災に拡大しました。関東大
震災により被害を受けた住家は、総計約37万棟にのぼ
り、死者・行方不明者は約10万5,000人に及びました。
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これまでの安心安全通信は市ホームページで確認できます。「狛江市　安心安全通信」で検索！覚えておこう

樋管水位情報
（多摩川）

六郷・猪方排水樋管に設置された水位計・監視カメラの情報や映像を確認できます。
https://komae-hikan-suii.jp/

大地震ではこんなことが起きてしまうかも！？

考えられる被害から、とるべき対策を考えよう！

大地震発生

時
間
の
経
過

身の安全を守ったら…

自宅にひび割れ・
亀裂などの損壊

ライフラインの
供給停止

停電から復旧した
後の火災 対策ポイント

自宅が危険な場合にはすぐ避難！� �
安全な場合には自宅で避難生活を！� �
避難するときはブレーカーを下げて！

対策の詳細はこちら⇒５面

　地震直後に建物が倒壊しなくても、大きな余震による被害も想定されます。自
宅の損壊状況を必ず確認しましょう。
　停電から復旧した際の電気が原因で発生する通電火災は阪神淡路大震災で多く
の被害を発生させました。

発生直後

家屋や周囲の
建物の倒壊

家具や家電の
落下、転倒 火災の発生

対策ポイント
地震直後はとにかく自分の命を守る！

対策の詳細はこちら⇒３面・４面

　地震の対策として最も大切なことは、
地震が起きた瞬間に命を落とさないようにすることです。
　また、火災の被害を最小限にするため、初期消火の準備もしておきましょう。

地震の後の生活は…

食べ物が
入手できない

トイレが
流せない

スマホの電池
切れ・電波が
つながらない

対策ポイント
日ごろから自宅や避難所での避難生活
の準備を！

対策の詳細はこちら⇒６面・７面

　避難所であっても、自宅であっても、避難生活では食べ物・トイレの対策が大
切です。自宅で生活するための備蓄と、避難するときに持ち出す非常持ち出し品
のどちらも必ず日ごろから準備しておきましょう。
　携帯電話は大切な情報収集手段です。充電のためのモバイルバッテリー・充電
器や、使えない時に代わりになるラジオなどの備えも大切です。

他にも様々な被害が想定されます。
東京都ホームページ「東京被害想定デジタルマップ」・「東京マイ・被害想定」へ
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「東京消防庁電子学習室」では、防火対策、震災対策などをオンラインで学べます。「東京消防庁　電子学習室」で検索！覚えておこう

狛江市公式SNS 狛江市の公式アカウントで避難所の開設状況などが確認できます。
平時には、市政情報やイベント情報なども発信しています。

大地震のその瞬間、あなたがいる場所は安全ですか？
家具類の転倒・落下・移動防止対策をしましょう！

家具類の転倒・落下・移動により発生する３つの危険

３つの対策で地震に備えましょう！

集中収納 レイアウトの工夫 家具の固定

地震発生時に怪我をしないことが、その後の自助・共助につながります！！

火災は小さいうちに消し止める！

震災時の火災は普段とは異なります
・�自分の家だけでなく、隣近所など複数の家
から出火しているかもしれない。
・�119番がつながらない。
・通報しても消防隊が現場に到着できない。
・水道・電気が止まっている。
・近所の人もすぐには助けに来られない。

　令和４年５月、東京都は10年ぶりに見直した「首都直下地震等による東京の被害想定」を公表しました。10年前と比べ、建物の耐震化や街の不燃化は格
段に進み、様々な震災対策が行われていますが、いまだ甚大な被害が懸念されています。
　東京都の被害想定（多摩東部直下地震、冬・夕方）では、室内の家具類（屋内収容物）の転倒等による死者は216人、負傷者5,721人と想定されています。

消火活動には皆さんの力【初期消火】が必要です！

1人でもできる！
消火器

みんなで力を合わせて！
バケツリレー

機材を運んで！
可搬消防ポンプ

こんなことになっ
たら大切な人も助
けられないし、こ
のあとの生活も大
変になってしまい
ます…。

大地震の時は火災の初期消火が重要です

延焼拡大の危険性 大
火災が起きた時、家族や大切な人を守るために、お住まいの地域で防火防災訓練に参加しましょう

　上記の被害想定における狛江市内の火災による被害は、死者31人、負傷者100人、焼失建物は1,682棟とされています。
　初期消火を行うことで、死傷者数、焼失建物数を減少させることにつながります。

東京消防庁
初期消火マニュアル

東京消防庁
室内の地震対策

狛江消防署　地域防災担当　☎03-3480-0119



耐震化の助成制度があります！
ぜひ検討を！

■危険ブロック塀等の耐震関連制度 ◀市ホームページ

内容 対象ブロック塀等 助成額

ブロック塀等の撤去
　避難路に面する危険なブロック塀
等（コンクリートブロック塀、石積塀、
コンクリート製の塀、万年塀等）の
撤去に係る費用の一部を助成

安全性の確認ができない危険ブロック塀等
※コンクリートブロック塀、石積塀、コン
クリート製の塀、万年塀、それぞれ詳細の
要件が異なります。市職員が現地確認を行
います。

⑴撤去のみの場合
　�撤去に要する費用または撤去した部分の総延長１ｍ当たり
１万円のいずれか低い額

〔上限額〕15万円
⑵緑のまち推進補助金を受けて生け垣等を造成する場合
　�撤去に要する費用または撤去した部分の総延長１ｍ当たり
１万5,000円のいずれか低い額

〔上限額〕22万5,000円

■分譲マンションの各種耐震関連制度 ◀市ホームページ

内容 対象建築物 助成額
耐震化促進アドバイザー
　耐震化に関する専門的な知識のあるアドバイザ
ーを派遣し、耐震化促進をアドバイス

旧耐震基準で建築された分譲マンション 自己負担なし
（市が全額負担）

耐震診断
　分譲マンションの耐震診断（診断に伴い行われ
る現地調査を含む）に要する費用の一部を助成 旧耐震基準で建築された３階以上（地階除く）の

分譲マンション

耐震診断に要する費用の３分の２の額
〔上限額〕100万円

耐震補強設計
　分譲マンションの耐震補強設計に要する費用の
一部を助成

耐震補強設計に要する費用の２分の１の額
〔上限額〕200万円

■木造住宅の各種耐震関連制度 ◀市ホームページ

内容 対象建築物 助成額
耐震アドバイザー
　耐震化に関する専門的な知識のある建築士が簡
易的な耐震診断を行うとともに、耐震改修方法等
の情報提供及び耐震化の総合的なアドバイス

▽旧耐震基準（昭和56年５月31日以前の耐震基準）
で建築された木造住宅及び木造集合住宅
▽一つの建築物を複数の用途として使用している
場合は、当該建築物の延べ面積の過半が住居の用
に供していること

自己負担なし
（市が全額負担）

耐震診断
　耐震に関する機関に登録する建築士等に、対象住
宅の耐震診断を依頼する場合に費用の一部を助成

耐震診断に要する費用の３分の２の額
〔上限額〕12万円

耐震改修（建て替え工事を含む）

▽旧耐震基準で建築された木造住宅及び木造集合
住宅
▽一つの建築物を複数の用途として使用している
場合は、当該建築物の延べ面積の過半が住居の用
に供していること
▽耐震診断の結果、評点が1.0未満であること

⑴改修後の住宅全体の評点が1.0以上とな
る場合、耐震改修に要する費用の２分の１
の額
〔上限額〕80万円
⑵改修後の住宅全体の評点が0.7以上1.0未
満となる場合、または１階部分の評点が
1.0以上となる場合、耐震改修に要する費
用の２分の１の額
〔上限額〕30万円

住宅改修（建て替え工事を含まない）
上記の耐震改修工事と同時に行う住宅改修
（リフォーム）工事費用の５分の１の額
〔上限額〕20万円

　市内の木造住宅、分譲マンション及びブロック塀等の耐震化を促進するため、アドバイザー派
遣や各種助成事業を実施しています。また、今年度から新たに「分譲マンション耐震補強設計助
成事業」を新設し、「ブロック塀等安全対策促進事業」も拡充しました。
　関東大震災から100年が経過する今年、住宅等の耐震化を改めて考えてみませんか。
【対象事業】12月15日（金）までに申請し、令和６年２月末日までに完了する事業
　※契約前に市で助成金の承認が必要になりますので、ご注意ください。
　※詳しい要件等については、市ホームページをご覧ください。
【問合せ】まちづくり推進課住宅担当　☎03-3430-1359（直通）


